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○こども基本法 
 

（令和四年六⽉⼆⼗⼆⽇） 

（法律第七⼗七号） 

 

 

（基本理念） 
 

一 全てのこどもについて、個人として尊重され、その基本ｃｖ的人権が保障さ
れるとともに、差別的取扱いを受けることがないようにすること。 

 

二 全てのこどもについて、適切に養育されること、その⽣活を保障されること、
愛され保護されること、その健やかな成⻑及び発達並びにその⾃⽴が図られる
ことその他の福祉に係る権利が等しく保障されるとともに、教育基本法（平成
⼗⼋年法律第百二⼗号）の精神にのっとり教育を受ける機会が等しく与えられ
ること。 

 

三 全てのこどもについて、その年齢及び発達の程度に応じて、⾃⼰に直接関係
する全ての事項に関して意⾒を表明する機会及び多様な社会的活動に参画す
る機会が確保されること。 

 

四 全てのこどもについて、その年齢及び発達の程度に応じて、その意⾒が尊重
され、その最善の利益が優先して考慮されること。 

 

五 こどもの養育については、家庭を基本として⾏われ、⽗⺟その他の保護者が
第一義的責任を有するとの認識の下、これらの者に対してこどもの養育に関し
⼗分な⽀援を⾏うとともに、家庭での養育が困難なこどもにはできる限り家庭
と同様の養育環境を確保することにより、こどもが心身ともに健やかに育成さ
れるようにすること。 

 

六 家庭や子育てに夢を持ち、子育てに伴う喜びを実感できる社会環境を整備す
ること。 

 

 

 



は じ め に 

  

日頃から、児童相談所の業務につきまして、関係機関の皆様の御理解と御協力をいただき感謝

申し上げます。 

近年、家族形態の多様化、地域社会におけるつながりの希薄化など、子どもと家庭を取り巻く

環境は大きく変化しております。また児童虐待や不安定な養育環境、発達、心理面など、子ども

が直面する課題も複雑化、多様化しております。こうした状況の中で、すべての子どもが安全、

安心できる環境のもと、健やかに成長できるよう支えていくことは、社会全体に課せられた重要

な責務となっております。 

児童相談所は、児童福祉法に基づき、専門的な相談機関として、子どもの権利擁護を再優先に

業務を推進しております。 

特に児童虐待は、迅速かつ適切な安全確保を図るとともに、関係機関と緊密に連携しながら、

再発防止と家庭の再構築に向けた支援に取り組んでおります。 

また、家庭での養育が困難な子どもに対しては、里親制度推進をはじめとする家庭的養育環境

の充実に努め、３カ所の里親支援センターと共に里親の皆様への支援体制を強化し、子どもが安

定した愛着関係の中で育まれるよう支援を行っているところです。 

更に、子ども一人一人の将来を見据えた「パーマネンシー（永続的な養育）」の考え方を重視

し、できる限り切れ目のない、安定した養育環境の実現に取り組んでいるところです。 

今後も、地域の皆様、関係機関の皆様と連携を深めながら、子どもの最善の利益を第一に据え、

子どもの明るい未来を守るために日々力を尽くして参ります。引き続きの御理解と御協力を賜り

ますよう、お願い申し上げます。 

 

 

  令和８年１０月 

 

                  山梨県中央児童相談所長 市 川 陽 子 

                  山梨県都留児童相談所長 宮 沢 久 江 
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児 童 相 談 所 の 沿 革 

 児童相談所は、児童福祉法（昭和22年12月12日法律第164号）第12条の規定に基づき、設置され
ています。 
 児童相談所の沿革は次のとおりです。 

昭和 23. 1. 1  児童福祉法の施行に伴い民生部厚生課内に山梨県児童相談所を開設する。 

〃 23. 3. 26  甲府市伊勢町養護施設山梨立正光生園内に一時保護所を開設する。 

〃 23. 11. 12  甲府市百石町（現丸の内三丁目）に児童一時保護所を新築、移転する。 

〃 24. 11. 5  甲府市錦町（現中央一丁目）県立医学研究所内に児童相談所を移転する。 

〃 27. 7. 15  甲府市百石町（現丸の内二丁目）に児童相談所を新築する。 

〃 29. 5. 10 
 

児童福祉法施行規則第２条の規定に基づき山梨県児童相談所が山梨県中央児童相談所に指

定される。（山梨県告示200号） 

〃 33. 7. 1  山梨県行政組織規則の一部改正により、庶務、相談、保護の３係を設置する。 

〃 42. 4. 1  甲府市宝一丁目に中央児童相談所を新築、移転する。 

〃 
43. 4. 1 

 
地方交付税の基準財政需要額算定基準によるＢ級児童相談所として認定され、従来の係制を

廃止し、新たに庶務課、相談課、措置課を設置する。 

〃 44. 4. 1  判定課を設置する。 

〃 45. 4. 1 
 

都留市上谷南合同庁舎内に、中央児童相談所都留支所を開設する。 

中央児童相談所庶務課を廃止し、庶務係を設置する。 

〃 48. 4. 1 
 

中央児童相談所措置課の分掌業務であった一時保護部門が独立し、一時保護課を新設する。 

都留市南都留合同庁舎に、中央児童相談所都留支所が移転する。 

〃 48. 8. 1  中央児童相談所都留支所が廃止され、山梨県都留児童相談所を開設する。 

〃 49. 4. 1 
 

地方交付税の基準財政需要額算定基準によるＡ級児童相談所に、中央児童相談所が認定され

る。 

平成 9. 3. 18  中央児童相談所が甲府市北新一丁目2-12に新築、移転する。（山梨県福祉プラザ2階） 

〃 9. 4. 1 

 

県の組織再編に伴い、課名を変更する。中央児童相談所については、相談課は相談支援課、

措置課は処遇指導課、判定課は診断育成課となる。都留児童相談所については、相談・措置

担当は相談・処遇担当、判定担当は診断育成担当となる。 

〃 17. 4. 1 
 

中央児童相談所相談支援課の分掌業務であった児童虐待の初期対応及び支援部門が独立し、

児童虐待対応スタッフを新設する。 

〃 18. 4. 1 
 

都留児童相談所が都留市田原三丁目5-24に新築・移転する。併せて、一時保護所を設置し、

総務スタッフ、相談課及び一時保護課を組織編成する。 

〃 18. 4. 10  中央児童相談所、都留児童相談所内に子どもメンタルクリニックを開設する。 

 23. 3. 31 

 

子どもメンタルクリニックは、平成23年3月31日で中央児童相談所における業務を終了し、

平成23年4月1日から新設の山梨県立こころの発達総合支援センターに引き継がれる。こ

れに伴って、都留児童相談所内の子どもメンタルクリニックは、山梨県立こころの発達総合

支援センター都留クリニックに引き継がれる。 

令和 2. 3. 23 
 

子どもの心のケアに係る総合拠点として山梨県子どものこころサポートプラザが 

開設。これに伴い、中央児童相談所が甲府市住吉2-1-17(現在地)に新設・移転する。 

〃 2. 4. 1 
 

県の組織再編に伴い、課名を変更する。中央児童相談所の総務経理スタッフが総務課に、児

童虐待対応スタッフが児童虐待対応課に変更となる。 

〃 3. 4. 1 
 

県の組織再編に伴い、課名を変更する。中央児童相談所の相談支援課について、相談支援第

一課と相談支援第二課の二課体制に変更となる。 

〃 6. 4. 1 
 

県の組織再編に伴い、課名を変更する。中央児童相談所の処遇指導課が、処遇指導・移行支

援課に変更となる。 
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第１ 児童相談所のあらまし 

１ 児童相談所の基本的機能及び任務 

児童相談所は、児童福祉法第１２条の規定に基づく児童福祉のための機関として設置され、市町村と

適切な協働・連携・役割分担を図りつつ、子どもに関する家庭その他からの相談に応じ、子どもが有す

る問題又は子どもの真のニ－ズ、子どもの置かれた環境の状況等を的確に捉え、個々の子どもや家庭に

適切な援助を行い、もって子どもの福祉を図るとともに、その権利を擁護することを主たる目的として

都道府県等に設置される行政機関であり、主たる機能は次のとおりです。 

 

（１）市町村援助機能 

    市町村による児童家庭相談への対応について、市町村相互間の連絡調整、市町村に対する情 

報の提供、その他必要な援助を行うこと。 

（２） 相談機能 

    子どもに関する家庭その他からの相談のうち、専門的な知識及び技術を必要とするものについ

て、必要に応じて子どもの家庭、地域状況、生活歴や発達、性格、行動等について専門的な角度

から総合的に調査、診断、判定（総合診断）し、それに基づいて援助指針を定め、自ら又は関係

機関等を活用し一貫した子どもの援助を行うこと。 

（３） 一時保護機能 

    必要に応じて子どもを家庭から離して一時保護すること。 

（４） 措置機能 

 子ども又はその保護者を児童福祉司、児童委員（主任児童委員を含む）、市町村、児童家庭支

援センター等に指導させ、又は子どもを児童福祉施設若しくは指定発達支援医療機関に入所若し

くは委託させ、又は里親等に委託すること。 

（５） 民法上の権限 

     親権者の親権喪失、親権停止、管理権喪失の審判の請求又はこれらの審判取消の請求、未成年

後見人選任及び解任の請求を家庭裁判所に対して行うこと。 

 

２ 児童相談の種別 

児童相談所で受け付ける相談の種類及び主な内容は、表所―１のとおりです。 

 

３ 組織及び事務分掌 

（１）組織 

ア 中央児童相談所は、所長、副所長、次長のもとに７課で職員数は９５人（うち会計年度任用職

員２５人、特別職非常勤職員６人）。 

イ 都留児童相談所は、所長、次長のもとに、２課、１スタッフで職員数４０人（うち会計年度任

用職員１３人、特別職非常勤職員２人）。 

ウ 組織を表示すれば、表所－２（令和７年度）のとおりです。 
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１．児童虐待相談
児童虐待の防止等に関する法律の第２条に規定する
次の行為に関する相談。

（１）身体的虐待

　　　生命・健康に危険のある身体的な暴行

（２）性的虐待

　　　性交、性的暴行、性的行為の強要

（３）心理的虐待

　　　暴言や差別など心理的外傷を与える行為、児
    童が同居する家庭における配偶者、家族に対す
　　る暴力

（４）保護の怠慢、拒否（ネグレクト）

　　　保護の怠慢や拒否により健康状態や安全を損
　　なう行為及び棄児

２．その他の相談

父又は母等保護者の家出、失踪、死亡、離婚、入
院、稼働及び服役等による養育困難児、迷子、親権
を喪失・停止した親の子、後見人を持たぬ児童等環
境的問題を有する子ども、養子縁組に関する相談。

保
健
相
談

３．保健相談
未熟児、虚弱児、ツベルクリン反応陽転児、内部機
能障害、小児喘息、その他の疾患（精神疾患を含
む）等を有する子どもに関する相談。

４．肢体不自由相談 肢体不自由児、運動発達の遅れに関する相談。

５．視聴覚障害相談
盲（弱視を含む）、ろう（難聴を含む）等視聴覚障
害児に関する相談。

６．言語発達障害等相談

構音障害、吃音、失語等音声や言語の機能障害をも
つ子ども、言語発達遅滞を有する子ども等に関する
相談。ことばの遅れの原因が、知的障害、自閉症、
しつけ上の問題等他の相談種別に分類される場合は
該当の種別として取り扱う。

７．重症心身障害相談 重症心身障害児（者）に関する相談。

８．知的障害相談 知的障害児に関する相談。

９．発達障害相談
自閉症、アスペルガー症候群、その他広汎性発達障
害、学習障害、注意欠陥多動性障害等の子どもに関
する相談。

養
　
護
　
相
　
談

障
　
害
　
相
　
談

表所－１ 

受け付ける相談の種類及び主な内容 
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10．ぐ犯等相談

虚言癖、浪費癖、家出、浮浪、乱暴、性的逸脱等の
ぐ犯行為若しくは飲酒、喫煙等の問題行動のある子
ども、警察署からぐ犯少年として通告のあった子ど
も、又は触法行為があったと思料されても警察署か
ら児童福祉法第２５条による通告のない子どもに関
する相談。

11．触法行為等相談

触法行為があったとして警察署から児童福祉法第２
５条による通告のあった子ども、犯罪少年に関して
家庭裁判所から送致のあった子どもに関する相談。
受け付けた時には通告がなくとも調査の結果、通告
が予定されている子どもに関する相談についてもこ
れに該当する。

12．性格行動相談

子どもの人格の発達上問題となる反抗、友達と遊べ
ない、落ち着きがない、内気、緘黙、不活発、家庭
内暴力、生活習慣の著しい逸脱等性格もしくは行動
上の問題を有する子どもに関する相談。

13．不登校相談

学校及び幼稚園並びに保育所に在籍中で、登校
（園）していない状態にある子どもに関する相談。
非行や精神疾患、養護問題が主である場合等には該
当の種別として取り扱う。

14．適性相談 進学適性、職業適性、学業不振等に関する相談。

15．育児・しつけ相談
家庭内における幼児の育児・しつけ、子どもの性教
育、遊び等に関する相談。

16．その他の相談 １～15のいずれにも該当しない相談。

（こども家庭庁「児童相談所運営指針」による）

非
　
行
　
相
　
談

育
　
成
　
相
　
談
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（２）主な業務 

ア 中央児童相談所 

○総務課 

・会計経理その他庶務一般 

○児童虐待対応課 

  ・相談、通告の受理 

・児童虐待の実情把握、相談、初期調査、対応及び指導 

・受理会議の実施とその結果の対応 

・一時保護手続 

・関係機関等に対し、必要に応じ児童福祉の観点から助言・援助を行うこと 

○相談支援第一課、相談支援第二課 

・相談、通告の受理 

・受理会議の実施とその結果の対応 

・調査、社会診断及び指導 

・相談業務全般についての連絡調整 

・一時保護手続 

・児童福祉施設又は里親等に措置した後の家庭指導等 

・関係機関等に対し、必要に応じ児童福祉の観点から助言・援助を行うこと 

○処遇指導・移行支援課 

・援助方針会議の実施とその結果の対応 

・児童福祉施設、指定発達支援医療機関、里親等との連絡調整 

・児童相談所業務統計 

・里親の認定調査及び指導 

・保健指導 

・措置児童費用認定、障害児施設受給者証発行事務 

○診断育成課 

・医学診断、心理診断及び指導 

・判定会議の実施とその結果の処理 

・療育手帳、各種証明書等 

・関係機関等に対し、必要に応じ児童福祉の観点から助言・援助を行うこと 

○一時保護課 

・一時保護児童の生活指導 

・一時保護児童の行動観察と行動診断 

・一時保護児童の健康管理  
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イ 都留児童相談所 

○総務スタッフ 

・会計経理その他庶務一般 

○相談課 

・児童虐待の実情把握、相談、初期調査、対応及び指導 

・相談、通告の受理 

・受理会議の実施とその結果の対応 

・調査、社会診断及び指導 

・相談業務全般についての連絡調整 

・一時保護手続 

・児童福祉施設又は里親等に措置した後の家庭指導等 

・関係機関等に対し、必要に応じ児童福祉の観点から助言、援助を行うこと 

・援助方針会議の実施とその結果の対応 

・児童福祉施設、独立行政法人国立病院機構、里親等との連絡調整 

・児童相談所業務統計 

・里親の認定調査及び指導 

・保健指導 

・措置児童費用認定、障害児施設受給者証発行事務 

・医学診断、心理診断及び指導 

・判定会議の実施とその結果の処理 

・療育手帳、各種証明書発行等 

○一時保護課 

・要保護児童の身柄の保護 

・一時保護児童の保護、生活指導 

・一時保護児童の行動観察と行動診断 

・一時保護児童の健康管理               

  



- 8 - 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 9 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 10 - 

 

中　　央 都　　　留 計

市 9 4 13

町 6 2 8

村 0 6 6

総 人 口 614,711人 164,565人 779,276人

児 童 人 口 80,641人 19,298人 99,939人

3,156.02ｋ㎡ 1,309.25ｋ㎡ 4,465.27k㎡

小 学 校 133 40 173

中 学 校 65 22 87

高 等 学 校 31 10 41

特 別 支 援 学 校 12 2 14

幼 稚 園 32 11 43

助 産 施 設 2 0 2

乳 児 院 2 0 2

母 子 生 活 支 援 施 設 0 0 0

保 育 所 130 34 164

認 定 こ ど も 園 92 22 114

児 童 養 護 施 設 5 2 7

障 害 児 入 所 施 設 3 0 3

児童発達支援センター 6 0 6

児 童 心 理 治 療 施 設 1 0 1

児 童 自 立 支 援 施 設 1 0 1

児童家庭支援センター 1 1 2

里 親 支 援 セ ン タ ー 2 0 2

フ ァ ミ リ ー ホ ー ム 4 1 5

自 立 援 助 ホ ー ム 2 0 2

放課後等デイサービス 145 18 163

児 童 館 等 60 5 65

令和7年4月1日現在

施 設 等

５　管轄区域内の状況

   児童相談所の管轄区域内の状況は、次のとおりです。

※人口は令和７年10月1日国勢調査による。

区　　　　　分

市 町 村

管 内 人 口

管 内 面 積

学 校 数
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児 童 相 談 所 の 管 轄 区 域 図 
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６ 建物の状況 

  児童相談所の建物の規模及び平面図は次のとおりです。 

（１） 建物の規模 

 

 

 

 

 

 

（２）建物の平面図 

   ア 中央児童相談所 

 

 

 

 

 

 

会議室

中央児童相談所
事務室

エントランス

所長室

医務室

受
付

静養室
授乳室

給湯室

ｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞ
ﾙｰﾑ1女子

ＷＣ

相談室
3

相談室
2

相談室
1

物品庫
ｻﾝﾄﾞ

ﾌﾟﾚｲﾙｰﾑ

待合室

男子
ＷＣ

相談室
4

収納庫
観察室 相談室

ﾓﾆﾀｰ室倉庫2

ｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞ
ﾙｰﾑ2

倉庫1プレイルーム（小）

ﾌｧﾐﾘｰﾙｰﾑ
倉庫3

階段

プレイルーム（大）
ポ

ン

プ

室

多
目
的

Ｗ
Ｃ

区分 敷地

中央児童相談所 鉄筋コンクリート2階建（1階） 1,896㎡
15,004㎡

(サポートプラザ全体)

都留児童相談所 鉄筋コンクリート2階建（2階） 478㎡ 2,310㎡

建物
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イ 都留児童相談所 

 

 

待合室

階段

女子WC 給湯室

事務室
倉庫

倉庫
倉庫

事務室
倉庫

相談室１

所長室 男子WC
多目的

WC

ミーティング
ルーム

倉庫

ＥＶ

相談室２

プレイルーム

医務室

２Ｆ　都留児童相談所

箱庭治療室
親子訓練室

判定室
観察室
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第２ 児童相談所業務のあらまし 

１ 総務経理関係業務 

  児童相談所総務経理担当は、会計経理その他庶務事務を行っています。 

 

２ 相談支援部門関係業務 

（１） 相談支援部門の内容 

  ア 相談の受付 

     児童相談所は、１８歳未満の児童についての相談を受け付けますが、その内容は次の６つに

大別されます。 

① 児童に関する家庭その他からの相談のうち、専門的な知識及び技術を要するもの。ただし、 

市町村が受け付ける相談への技術的援助や助言を求める場合を含む。 

② 要保護児童を発見した者からの通告又は児童委員を介しての通告。 

③ 法第２７条の措置や、医学的、心理学的、教育学的、社会学的及び精神保健上の判定を要す 

ると認める者についての市町村、都道府県の設置する福祉事務所の長からの送致。 

④ 警察からの通告・送致。 

⑤ 家庭裁判所からの送致等。 

⑥ その他関係機関からの援助依頼、調査依頼、照会、届出等。 

イ 相談受付の形態 

     児童についての相談は、来所、電話、文書により行われます。受付相談員や児童福祉司が、

児童や保護者の気持ちを和らげ、秘密は守ることを伝える等受容的かつ慎重に対応しています。 

     相談の受付件数を、年度、種別、年齢、経路等により表示すると（表相－１.２.３）のと 

おりです。 

ウ 受理会議 

     定例会議は、所長、副所長、児童福祉指導幹、各課長、児童福祉司、児童心理司、受付相談 

員等が参加して、原則として、週１回実施します。 

     児童相談所で受け付けた事例について協議し、主たる担当者、調査及び診断の方針、安全確 

認の時期や方法、一時保護の要否等を検討するとともに、既にとられた対応の適否や調査・診 

断中の事例の結果を報告、再検討し、最も効果的な相談援助方法を検討します。 

エ 調  査 

     調査は、主として児童福祉司が、面接、照会、委嘱等により行いますが、市町村長や児童委

員へ協力を求め、又は児童委員や福祉事務所長に調査の委嘱をすることもあります。 

     調査事項は、児童の家庭環境、家族の状況、生活歴、生育歴、現況、過去の相談歴、児童相 

談所以外の機関の援助経過、子どもや保護者の意向等の把握・確認です。 

オ 一時保護 

     児童相談所長又は都道府県知事が必要と認める場合は、児童を一時保護所に一時保護し、又 

は警察署、福祉事務所、児童福祉施設、里親その他適当と認める者（機関、法人、私人）に一

時保護を委託します。 

一時保護は、子どもの最善の利益を最優先に考慮しながら、緊急保護、アセスメント、短期

入所指導の必要性により判断します。 
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カ 社会診断会議 

判定会議に向けての予備的診断会議であり、随時相談支援部門で行います。児童福祉司等の 

調査結果を総合分析し、児童の発達診断、家族力動診断及び社会環境診断を行い、主として児 

童をとりまく環境や社会資源等からみて児童の福祉のために何が必要であり、そのためにどの 

ような援助が最も有効であるかを検討します。 

キ 在宅指導等 

    原則的には、援助方針会議で立てられた援助方針に基づき、児童、その保護者及び家族等が 

自発的に問題に取り組む姿勢を導き出すことを目的とします。 

① 措置によらない指導 

・助言指導 

１回から数回の助言、指示、説得、承認、情報提供等の適切な方法により問題が解決 

       すると考えられる児童や保護者に対し、対象、目的、効果等を考慮し、電話、文書、面 

       接等の方法で現実的かつ具体的な指導を行います。 

・継続指導 

        複雑困難な問題を抱える児童や保護者を、児童相談所に通所、又は家庭に訪問する等 

       の方法により、継続的にソーシャルワーク、心理療法、カウンセリング等を行います。 

・他機関あっせん 

他の専門機関の指導を受けることが適当な事例について、当該機関に斡旋します。ま 

       た必要に応じて他の児童相談所に移管します。 

② 措置による指導 

・児童福祉司指導 

複雑困難な家庭環境に起因する問題があり、援助に専門的な知識、技術を有する児童 

       に対し、児童福祉司等が、家庭訪問、通所等の方法により指導を行います。 

③ その他の指導 

    その他の機関の指導が適当と判断される児童及び保護者に対し、児童委員、児童家庭支 

   援センター等へ委託し指導を行います。 

④ 訓戒・誓約措置 

       子ども又は保護者に注意を喚起することにより、問題の再発を防止する見込みがある場 

合、養育方針や注意事項等を明確に示します。 

ク 入所措置等 

     家庭分離が必要な児童若しくは家庭がない児童については、児童福祉施設、里親、小規模住 

居型児童養育事業等への入所措置または、児童自立生活援助の実施を行います。 

ケ 家庭裁判所送致等 

① 法第２７条第１項第４号の規定に基づく送致 

     触法少年及びぐ犯少年について、専門的観点から判断して家庭裁判所の審判に付すること 

がその子どもの福祉を図る上で、必要であると認められる場合送致を行います。 

② 法第２７条の３の規定に基づく送致 

     児童自立支援施設入所中、又は一時保護中の児童であって無断外出等が激しく行動の制限 

を行う真にやむを得ない事情があると認められた場合送致を行います。 
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コ 家庭裁判所への家事審判の申立て 

① 法第２８条の規定に基づく承認に関する審判の申立て 

      保護者が児童を虐待し、著しくその監護を怠り、その保護者に監護させることが著しく児 

童の福祉を害する場合において、児童福祉施設等へ措置することが親権者又は未成年後見人 

の意向に反する場合に行います。 

② 親権停止・喪失宣言の請求及び保全処分の申立て 

親権は子の福祉を図ることを目的として、父母が有する特別の権利並びに義務であるため、 

    不適切な行使をしている父母には適切な行使をするよう指導した上で、不適切な行使が改ま 

らず、子の福祉を守り難い場合に、親権者の住所地を管轄する家庭裁判所へ申立てます。 

     なお、その審判があるまでの間、緊急に児童を保護する必要がある場合は審判前の保全処 

分（親権者の職務執行停止及び職務代行選任）の申立てを行います。 

③ 未成年後見人選任・解任の請求 

      親権を行うもの及び未成年後見人がいない場合又はこれらの者が権限を行使することが事 

実上不可能な場合であって、児童の福祉に必要な場合に児童の住所地の家庭裁判所に申立て 

を行います。 

      また、児童の未成年後見人による不適切な権限行使を察知した場合は、未成年後見人の解 

任請求を行います。 

④ 一時保護の審査（法第３３条） 

      一時保護について、親権者等の意に反して2か月を超えて行う場合には、家庭裁判所の承 

認を得るために申立てを行います。 

サ その他の事業 

① 巡回相談 

地域に密着した相談援助活動を行うため、遠距離にある等で児童相談所を利用することが困

難な地域や、人口密集地域、子どもに関する問題の多い地域において市町村の児童相談担当部

署と連携し、地域の公民館や保健センター等で実施します。都留児童相談所では、精神科医を

含めたチームにより、心身に障害のある児童を対象とした療育相談を行っています。 

② 児童虐待等困難事例対応事業 

      困難事例への対応が増加し、介入的関わりや法的対応が必要となっていることから、職員 

の相談技術の専門性と客観性を確保し、相談援助技法の向上を図るため、弁護士、医師等の 

専門家の講義や助言を受けています。 

③ メンタル・フレンド派遣事業 

      ひきこもり等の状況にある児童及びその家庭に対し、児童福祉司の指導の下、メンタルフ 

     レンドを派遣し、児童とのふれあいを通じて児童の自主性や社会性の伸長を図っています。

訪問は、原則として週１～２回、１回２時間程度です。 

（２）相談の現状 

    中央児童相談所は甲府市に所在し、管轄区はいわゆる国中地域と呼び、都留児童相談所は都留

市に所在し、その管轄区は同様に富士・東部地域と呼びます。従来山梨県はこの二つの地域で、

それぞれに産業、経済、文化等で異なった特徴を示しています。 

 

令和7年度の相談受付件数は、2,940件で、このうち中央児童相談所2,385件、都留児童相談 
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所555件で相談別ごとの状況は次のとおりです。 

ア 養護相談 

     相談件数は1,392件、全相談の約47％で、前年に比べると53件の減少。うち、虐待相談が、

1,293件で、養護相談の約93％を占めています。 

   イ 保健相談 

     相談件数2件です。 

   ウ 障害相談（肢体不自由・視聴覚障害・言語発達障害等・重症心身障害・知的障害・発達障害 

等） 

     相談件数952件、全相談の約32％で、前年と比べると116件の増加。このうち、知的障害相 

談が907件で、障害相談の約95％を占めています。この相談には、児童福祉施設等の在所期間 

延長及び療育手帳の再判定も含まれます。 

   エ 非行相談（ぐ犯等・触法行為等） 

     相談件数97件、全相談の約3％で、前年と比べると9件の増加。8歳1件、9歳1件、10歳

1件、11歳9件、12歳18件、13歳17件、14歳11件、15歳13件、16歳10件、17歳5件、

18歳以上3件、年齢不詳が8件です。 

オ 育成相談（性格行動・不登校・適性・育児しつけ） 

     相談件数199件、全相談の約7％で、前年と比べると54件の増加。このうち、性格行動相談

が96件、不登校相談23件、適性相談0件、育児・しつけ相談が80件で性格行動相談が育成相

談全体の約48％を占めています。 

カ その他の相談 

     相談件数は298件で、全相談件数の約10％です。 

    

３ 児童虐待対応関係業務 

児童虐待の通告があった際の初期調査及び対応にあたり、中央児童相談所、都留児童相談所とも、

平成12年度から児童虐待対応協力員を配置しています。中央児童相談所においては、平成17年度か

らは児童虐待対応スタッフとして人員を増員し、さらに児童虐待相談件数の増加を受け、令和2年度

からは、これまでのスタッフ制から課制に組織を変更しています。 

令和7年度に山梨県の児童相談所で受け付け対応した児童虐待相談対応件数は1,299件となり、前

年度と比較すると68件減少しています。児童虐待相談の状況については、児童虐待相談の年度別対応

状況（表虐-1）、具体的内容別内訳（表虐－2）及び経路別内訳（表虐－3）のとおりです（児童虐待に

関する詳細な統計については、別途集計済みです）。 

  なお、令和7年度の山梨県における出頭要求は1件（中央1件 都留0件）、立入調査は1件（中央

1件 都留0件）、再出頭要求は0件（中央0件 都留0件）、臨検・捜索は0件（中央0件 都留0

件）、警察官の援助を要請した件数は5件（中央1件 都留4件）です。 
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  表相-1

中央 都留 中央 都留 中央 都留 中央 都留

虐待 781 189 561 196 678 226 936 282

その他 145 36 165 36 180 53 233 18

0 1 4 6 6 0 1 0

0 0 2 1 3 2 3 3

0 0 1 0 0 0 0 0

0 2 0 1 0 4 0 0

1 15 6 11 19 13 21 11

630 165 524 166 634 178 638 134

15 18 28 5 11 3 13 9

38 13 45 9 55 6 33 12

1 3 5 10 6 3 13 5

36 43 30 43 31 34 48 29

19 32 13 16 21 16 32 16

0 1 0 1 1 1 0 0

4 1 5 2 13 2 9 5

103 53 72 38 149 46 60 29

1,773 572 1,461 541 1,807 587 2,040 553

肢 体 不 自 由 相 談

視 聴 覚 障 害 相 談

適 性 相 談

育 児 ・ し つ け 相 談

そ の 他 の 相 談

知 的 障 害 相 談

性 格 行 動 相 談

不 登 校 相 談

2,002合計

発 達 障 害 相 談

ぐ 犯 等 相 談

触 法 行 為 等 相 談

言 語 発 達 障 害 等 相談

重 症 心 身 障 害 相 談

養護相談

保 健 相 談

　　相談受付の年度別・種別の状況

計

2,345

R1

2,5932,394

H28 H29 H30
年度

種別
相談
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　　※各年度末現在の数値 [単位：件]

中央 都留 中央 都留 中央 都留 中央 都留 中央 都留 中央 都留

1,054 293 1,149 321 1,183 289 1,119 279 1,127 246 1,075 218

180 23 105 35 41 8 56 18 60 12 68 31

1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2

7 3 4 3 0 0 1 0 0 0 3 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 1 1 1 0 0 0 0 0 0 2

54 11 27 10 21 9 24 9 18 11 17 11

620 152 640 159 662 138 660 158 665 132 734 173

6 1 16 4 8 5 12 3 8 2 12 0

33 9 28 11 52 9 36 23 50 20 55 10

17 4 14 4 7 7 12 1 18 0 28 4

54 15 31 14 47 12 65 16 62 27 72 24

11 11 21 6 25 6 22 9 21 6 20 3

0 0 1 0 0 0 0 1 0 0 0 0

14 0 13 0 19 0 16 5 25 4 63 17

83 38 147 56 215 52 232 54 181 43 238 60

2,134 560 2,197 624 2,281 535 2,255 576 2,235 503 2,385 555

2,816

R2 R4R3

2,8212,694

R7

2,940

R5

2,831

R6

2,738
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表相-2

中央 都留 中央 都留 中央 都留 中央 都留 中央 都留 中央 都留 中央 都留 中央 都留

90 16 4 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

42 12 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 3 0

60 11 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 8 2

47 11 1 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 0 39 4

56 4 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 59 10

73 13 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 72 26

47 11 6 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 48 12

62 12 4 1 0 0 0 0 0 0 0 0 3 0 63 22

57 16 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 32 8

53 17 3 0 0 0 0 0 0 0 0 1 5 0 39 10

72 11 3 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 43 9

55 18 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 25 10

59 8 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 44 12

43 7 2 4 0 0 0 0 0 0 0 1 2 2 61 14

52 7 1 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 57 13

42 6 4 2 0 0 1 0 0 0 0 0 1 0 23 9

51 17 8 7 0 0 0 0 0 0 0 0 1 3 20 2

40 5 3 2 0 0 1 0 0 0 0 0 1 1 68 4

23 5 7 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 29 6

51 11 13 3 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0

1,075 218 68 31

合　計

知的障害保 健

計

養 護

虐待 その他

1,293 99

12歳

13歳

14歳

15歳

16歳

17歳

18歳以上

年齢不詳

1,392 2 3 0 2

肢　体
不自由

視聴覚
障　害

言語発達
障 害 等

重症心身
障 害

907

0 2 3 0 0 0 0 2 173

28

17 11 734

令和７年度相談受付の年齢別・種別の状況

0歳

1歳

2歳

3歳

4歳

5歳

6歳

7歳

8歳

9歳

10歳

11歳

種別

年齢
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[単位：件]

中央 都留 中央 都留 中央 都留 中央 都留 中央 都留 中央 都留 中央 都留 中央 都留 中央 都留

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 6 0 100 17

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 1 51 13

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 2 0 70 16

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 3 0 93 16

0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 0 3 0 121 16

1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 1 151 41

0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 2 2 104 25

0 0 0 0 0 0 1 4 0 0 0 0 0 0 2 0 135 39

0 0 0 0 1 0 2 1 0 0 0 0 1 1 3 1 97 27

0 0 0 1 0 0 4 3 0 1 0 0 1 1 2 0 107 34

0 0 1 0 0 0 3 1 0 0 0 0 0 0 9 1 131 25

0 0 3 1 4 1 7 1 1 0 0 0 0 1 7 0 103 33

1 0 10 1 7 0 4 3 1 1 0 0 0 1 11 0 139 27

0 0 5 3 8 1 3 3 2 0 0 0 0 0 8 0 134 35

0 0 9 0 2 0 6 2 4 0 0 0 3 1 27 3 161 28

0 0 11 2 0 0 4 4 0 0 0 0 1 9 7 4 94 36

0 0 8 0 0 2 1 1 1 0 0 0 0 0 10 24 100 56

0 0 3 2 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 9 0 127 14

0 0 2 0 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 7 2 70 17

10 0 3 0 5 0 32 1 11 1 0 0 55 1 116 21 297 40

適 性 しつけ その他 合 計発達障害 ぐ犯等
触法行為

等
性格行動 不登校

124

174

129

192

137

109

86

64

117

141

156

130

189

169

166

156

136

141

60 2,385 555

87

12 0 55 10 28 4 72 24 20 3 0 0 63

337

0 80 298 2,94012 65 32 96 23

17 238
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相談受付の年度別・経路別の状況

中　央 都　留 中　央 都　留 中　央 都　留 中　央 都　留

児 童 相 談 所 32 36 19 72 252 67 304 101

福 祉 事 務 所 0 0 0 0 0 0 0 0

保 健 セ ン タ ー 0 0 0 0 0 0 1 0

そ の 他 146 59 169 1 6 2 18 3

福 祉 事 務 所 79 42 59 38 4 64 90 34

児 童 委 員 0 0 0 0 0 0 0 0

保 健 セ ン タ ー 1 2 1 0 4 0 4 1

そ の 他 0 1 2 0 134 0 11 0

保 育 所 11 0 4 1 3 1 7 2

児 童 福 祉 施 設 110 5 71 1 133 9 136 4

指 定 医 療 機 関 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 4 0 0 0

1 0 2 0 2 0 0 0

355 62 265 64 296 85 411 90

1 1 1 1 0 0 0

0 1 2 0 5 0 0 1

63 5 33 12 28 6 23 10

幼 稚 園 1 0 0 0 2 0 0 0

学 校 70 42 45 45 42 42 40 22

教 育 委 員 会 2 5 0 2 3 5 4 0

0 0 0 0 0 1 2 0

0 0 0 0 0 0 0 0

693 281 620 252 732 256 787 217

128 10 100 12 94 25 136 47

21 5 19 12 21 12 17 7

59 15 50 27 41 12 49 14

1,773 572 1,461 540 1,807 587 2,040 553

13 2 19 4 6 2 16 3

19 5 20 5 35 7 30 6

0 22 0 16 0 22 0 10

225 153 216 111 325 126 426 91

*平成22年度から項目を福祉行政報告例業務統計の項目に統一し、21年度以前の項目は次のとおり22年度以降項
目にあわせて掲載しております。
・福祉事務所（21年度以前）→22年度以降県の福祉事務所に計上
・その他（21年度以前）→22年度以降県のその他に計上
※平成28年度より認定こども園項目追加

保 健 所

家 庭 裁 判 所

H30H28 H29

措 置 変 更

期 間 延 長

巡 回 相 談

電 話 相 談

合 計

そ の 他

学

校

等

医 療 機 関

R1

児 童 家 庭 支 援 セ ン タ ー

児

童

福

祉

施

設

･

指
定
医
療
機
関

県

市

町

村

児 童 本 人

里 親

児 童 委 員

家 族 ・ 親 戚

近 隣 ・ 知 人

警 察 署

認 定 こ ど も 園 ※

表相-3

経 路

年 度
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[単位：件]

中　央 都　留 中　央 都　留 中　央 都　留 中　央 都　留 中　央 都　留 中　央 都　留

318 75 369 83 358 68 402 70 291 41 294 38

0 3 37 0 1 0 1 0 1 1 0 1

0 0 0 3 0 0 0 0 0 0 0 0

9 1 11 0 8 0 9 1 6 5 17 3

80 40 87 65 108 43 115 41 150 60 168 66

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1 0 3 0 0 0 0 1 0 0 0 0

12 0 1 1 6 0 1 2 1 4 2 2

2 2 8 3 12 0 14 2 10 0 6 0

140 2 86 0 84 1 79 1 66 3 52 3

0 0 0 0 1 0 1 0 0 0 0 0

0 1 0 0 3 0 0 0 0 0 2 2

1 0 0 0 4 0 8 0 7 0 9 0

425 118 457 98 462 110 413 125 389 121 344 66

4 1 2 0 0 1 3 1 0 2 1 0

4 4 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0

40 9 26 26 42 26 36 24 53 3 62 4

1 0 1 1 4 0 3 0 0 0 1 1

54 27 63 38 49 22 52 20 67 18 65 15

3 1 1 10 0 1 0 0 1 0 3 1

1 1 1 0 0 0 1 3 2 2 2 1

3 0 1 0 0 0 1 0 0 0 0 0

772 224 776 227 859 214 861 233 908 198 1,067 261

151 37 169 53 184 32 152 25 153 13 140 22

22 9 20 7 32 2 45 14 71 16 84 49

91 5 77 9 64 15 58 13 59 16 66 20

2,134 560 2,197 624 2,281 535 2,255 576 2,235 503 2,385 555

14 0 11 2 8 0 15 2 12 1 12 3

24 4 38 7 26 0 22 6 20 5 30 1

1 10 1 0 4 3 0 1 0 0 0 0

801 195 739 269 865 191 918 105 214 85 997 104

R7R５R４R3R2 R6
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[単位：件]

中央 都留 中央 都留 中央 都留 中央 都留 中央 都留

R2 222 82 208 61 609 147 15 3 1,054 293 1,347

R3 226 51 281 85 629 174 9 7 1,145 317 1,462

R4 222 68 315 82 618 136 8 2 1,163 288 1,451

R5 230 67 309 81 590 129 12 0 1,141 277 1,418

R6 227 68 265 55 612 118 14 8 1,118 249 1,367

R7 187 51 305 78 571 85 17 5 1,080 219 1,299

児童虐待相談の具体的内容別内訳表虐-２

合 計年 度
身体的虐待 ネグレクト 心理的虐待 性的虐待 小 計

表虐-３

[単位：件]

家

族

親

戚

近

隣

知

人

児

童

本

人

福

祉

事

務

所

児

童

委

員

保

健

所

医

療

機

関

児

童

福

祉

施

設

警

察

学

校

等

そ

の

他

小

計

合

計

R2 中央 102 16 139 10 55 1 0 34 2 382 46 267 1,054 1,347

都留 18 16 31 5 28 0 2 8 0 100 29 56 293

中央 82 10 134 11 67 0 0 22 4 429 54 332 1,145

都留 24 0 32 3 51 0 0 24 0 84 34 65 317

中央 83 19 147 12 90 0 0 27 19 426 41 299 1,163

都留 29 2 24 0 40 0 0 20 0 94 17 62 288

中央 105 12 127 18 83 0 0 24 24 386 41 321 1,141

都留 33 1 23 7 31 0 0 21 0 97 16 48 277

中央 131 23 131 23 113 0 0 41 17 349 60 230 1,118

都留 14 1 10 9 53 0 0 4 0 107 13 38 249

中央 148 28 111 36 120 0 0 55 15 297 51 219 1,080

都留 16 6 12 20 48 0 0 3 0 59 13 42 219
R7

1,299

R5
1,418

児 童 虐 待 相 談 の 経 路 別 内 訳

1,451
R4

R3
1,462

R6
1,367

年度

経

路

表虐-１

[単位：件]

年度 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

中央 570 781 561 678 936 1,054 1,145 1,163 1,141 1,118 1,080

都留 173 189 196 226 282 293 318 288 277 249 219

合計 743 970 757 904 1,218 1,347 1,462 1,451 1,418 1,367 1,299

児童虐待相談の年度別対応状況
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４ 処遇指導部門関係業務 

処遇指導関係の主たる業務は援助方針会議を実施すること及び児童福祉法に基づく措置権限の行使 

に関わるものですが、措置児童に関する指導、費用認定、受給者証発行及び更新、里親登録・里親支 

援、こどもの福祉と保健に関する状況報告事務、保健指導に関する業務も行っています。 

 

（１）措置権限の行使等 

    措置の権限には、法第26条に基づく児童相談所長の固有のものと、法第27条の規定に基づく

知事の権限に属するもので、法第 32 条の規定、若しくは、地方自治法第 153 条第 1 項及び第 2

項に基づいて委任されたものがあります。 

ア 所長固有の主たるもの 

① 児童又はその保護者を、児童福祉司又は児童委員に指導させること（法第26条第1項第2 

号）。 

② 児童又はその保護者をその福祉事務所の知的障害者福祉司又は、社会福祉主事に指導させ 

ることが適当であると認めた場合は、これを福祉事務所に送致すること（法第26条第1項 

第4号）。 

イ 知事からの委任の主たるもの 

① 児童又はその保護者に訓戒を加え、又は誓約書を提出させること（法第27条第1項1号）。 

② 児童又はその保護者を児童福祉司等に指導させ、又は該当都道府県以外の者の児童家庭支援 

センター等に指導を委託すること（法第27条第1項第2号）。 

③ 児童を里親等に委託し、又は施設に入所させること（法第27条第1項第3号）。 

④ 重症心身障害児（者）、肢体不自由児を指定医療機関に入所させ、治療等を委託すること（法 

第27条第2項）。 

⑤ 保護者に監護させることが著しく当該児童の福祉を害する場合において親権者の同意が得ら 

れない場合、家庭裁判所の承認を得て里親委託・施設入所等の措置をとること（法第28条）。 

⑥ 里親、施設の長に必要な指示をし、報告を求めること（法第30条の2）。 

⑦ 里親委託、施設入所児童について、必要な場合に満20歳に達するまで延長の措置をとること 

（法第31条第2項）。 

 

以上の措置は、援助方針会議において、判定会議（総合診断会議）の結果に基づき該当ケース 

にとって最も適切妥当なもので、かつ実施可能と認められるものを選択し決定します。 

 

（２）施設入所措置児童・里親委託措置児童への支援 

    令和5年度から、家庭分離となった児童のパーマネンシーの保障を目的として移行担当を配置

し、パーマネンシープランニングモデルに基づくケースマネジメントを実施しています。定期的

な面接や家族との交流支援、家庭移行や家庭復帰に向けた支援など、施設入所措置児童及び里親

委託児童への支援に力を入れています。 

    また、令和７年度からは県内２か所の里親支援センターが本格稼働したことに伴い、里親支援

センター及び里親支援専門相談員と連携し、里親家庭への支援体制の充実を図っています。 

  

（３）その他の業務 
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   ア 里親登録事務 

     令和3年度から、里親支援に関する児童相談所業務の一部が外部機関（以下「フォスタリン

グ機関」という。）に委託されました。ｃ令和6年度途中にはフォスタリング機関が里親支援セ

ンターへ移行し、以後も同センターと連携を密に取りながら、里親希望者の訪問調査、里親新

規登録・更新事務、里親研修、施設入所児童里親体験事業の企画など里親制度の普及啓発活動

を行っています。 

   イ こどもの福祉と保健に関する状況報告事務 

     児童相談所関係の業務を集計し、主管課を通じてこども家庭庁に報告します。当課に関する

統計は（表処－１）から（表処－４）のとおりです。 

   ウ 障害者総合支援法に基づく受給者証の発行事務 

 平成25年4月から施行された障害者総合支援法により、障害児施設利用は、原則、契約によ

る利用となり、利用者の申請により支給サービス及び負担上限額を決定、受給者証を交付して

います。 

エ 保健師による保健指導 

     一時保護児童指導等、児童に対する保健指導等を（表処－５）のとおり実施しています。 

     一時保護児童に対しては、性教育や喫煙等にかかわる指導も行っています。 
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表処－1（こどもの福祉と保健に関する状況報告）第５

中央 都留 中央 都留 中央 都留 中央 都留 中央 都留 中央 都留 中央 都留 中央 都留 中央 都留 中央 都留 中央 都留 中央 都留 中央 都留 中央 都留 中央 都留 中央 都留 中央 都留 中央 都留 中央 都留 中央 都留 中央 都留 中央 都留 中央 都留 中央 都留 中央 都留 中央 都留 中央 都留

児童虐待相談 (01) 731 156 244 42 11 0 5 3 1 2 0 2 0 0 25 4 3 2 2 0 0 0 7 1 5 2 3 0 0 0 15 1 3 0 2 0 0 0 0 0 23 4 1,080 219 26 0 0 0 0 0

その他の相談 (02) 28 16 31 10 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 2 1 0 0 0 1 6 1 69 32 0 0 0 0 0 0

(03) 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0

(04) 746 180 1 6 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 0 0 0 750 186 21 2 0 0 0 0

ぐ犯行為等相談 (05) 22 5 15 5 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 13 0 55 11 1 0 0 0 0 0

触法行為等相談 (06) 7 2 0 2 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 22 0 30 4 0 0 0 0 0 0

(07) 135 41 16 3 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 155 44 1 0 0 0 0 0

(08) 239 60 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 240 60 0 0 0 0 0 0

(09) 1,908 462 307 68 14 0 6 3 1 2 0 2 0 0 26 7 3 2 3 1 0 0 7 1 5 2 6 0 0 0 17 1 3 0 6 1 0 0 0 0 3 1 64 5 2,379 558 49 2 0 0 0 0

再
掲

い じ め 相 談 (10) 3 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 1 0 0

非
行
相
談

育 成 相 談

その他の相談

計

（25）（18）（7） （8） （9） （10） （11） （12）（6） （26） （27）

養
護
相
談

保 健 相 談

障 害 相 談

（19） （20） （21） （22） （23） （24）（13） （14） （15） （16） （17）

助
言
指
導

継
続
指
導

他
機
関
あ
っ

せ
ん

児
童
養
護
施
設

（１） （２） （３） （４） （5）

法
第
2
7
条
第
1
項
第
4
号

に
よ
る
家
庭
裁
判
所
送
致

障
害
児
入
所
施
設
等
へ
の
利
用
契
約

そ
の
他

計

一
時
保
護

児童自立生活援助の実施

入所

通
所

自
立
援
助
ホ
ー

ム

そ
の
他

障
害
児
入
所
施
設

乳
児
院

児
童
自
立
支
援
施
設

法

第

2
7

条

の

3

に

よ

る

家

庭

裁

判

所

送

致
（

再

掲

）

児
童
心
理
治
療
施
設

第５　児童相談所相談種別対応

対応件数（年度中）

未
対
応
件
数
（

年
度
末
現
在
）

施設入所待機(再掲)

措置によらない指導

児
童
福
祉
司
指
導

児
童
家
庭
支
援
セ
ン
タ
ー

指
導
・
指
導
委
託

市
町
村
指
導
委
託

市
町
村
送
致

一
時
保
護
以
外

児
童
相
談
所
送
致

児童福祉施設

指
定
発
達
支
援
医
療
機
関
委
託

里
親
委
託

フ
ァ

ミ
リ
ー

ホ
ー

ム
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表処－2

中央 都留 中央 都留 中央 都留 中央 都留 中央 都留 中央 都留 中央 都留 中央 都留 中央 都留 中央 都留

訓 戒 ・ 誓 約 7 0 3 0 1 0 15 0 12 0 6 0 13 0 17 1 19 4 34 0

福 祉 司 指 導 14 5 31 13 16 4 16 9 24 7 35 8 24 5 11 3 10 2 6 3

市 町 村 ・ 福 祉 事 務 所 送 致 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 4 0 2 0 0 0

児 童 委 員 指 導 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

里 親 委 託 13 3 11 2 16 4 23 2 13 1 6 2 12 6 13 2 18 2 20 1

保 護 受 託 者 委 託 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

乳 児 院 12 5 8 1 5 3 3 4 5 1 6 2 5 2 4 0 3 2

養 護 施 設 24 7 25 6 20 5 20 36 21 3 17 7 22 11 25 4 24 2 26 7

児 童 自 立 支 援 施 設 7 0 7 0 7 0 6 2 6 1 4 0 0 1 3 1 6 1 3 1

福 祉 型 障 害 児 入 所 施 設
（ 旧 知 的 障 害 児 施 設 ）

5 0 5 0 6 0 3 5 1 0 2 1 2 0 3 0 2 0 5 2

医 療 型 障 害 児 入 所 施 設
（ 旧 肢 体 不 自 由 児 施 設 ）

2 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

医 療 型 障 害 児 入 所 施 設
（ 旧 重 症 心 身 障 害 児 施 設 ）

0 0 0 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

視 聴 ・ 言 語 障 害 児 施 設 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

家 庭 裁 判 所 の 処 理 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0

そ の 他 の 機 関 へ 3 0 1 0 1 0 1 3 2 4 1 0 0 4 1 7 2 1 5

虚 弱 児 施 設 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

児 童 心 理 治 療 施 設 0 0 0 0 0 0 0 0 5 2 0 0 7 2 10 0 3 0 13 1

面 接 指 導 1,661 539 1,342 515 1,694 572 1,912 524 2,017 536 2,027 596 2,122 519 2,152 555 2,109 489 2,229 530

そ の 他 の 処 理 21 18 22 5 31 4 37 6 27 2 40 0 31 0 34 1 32 9 39 6

計 1,769 572 1,453 541 1,800 590 2,038 589 2,132 558 2,146 616 2,240 546 2,282 570 2,236 511 2,379 558

年 度 別 ・ 種 別 ・ 措 置 状 況
[単位：件]

R７R５R４ R６R３R２28 29 30 R１

措置内容

年度
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(01) 224 20 7 237

(02) 83 13 13 83

登 録 里 親 数 (03) 218 19 4 233

児 童 が 委 託 さ れ て い る里 親 数 (04) 76 12 10 78

登 録 里 親 数 (05) 2 0 0 2

児 童 が 委 託 さ れ て い る里 親 数 (06) 1 0 0 1

認 定 里 親 数 (07) 6 1 3 4

児 童 が 委 託 さ れ て い る里 親 数 (08) 6 1 3 4

認 定 里 親 数 (09) 18 8 1 25

児 童 が 委 託 さ れ て い る里 親 数 (10) 0 0 0 0

表処－3（こどもの福祉と保健に関する状況報告）第12

養 子 縁 組 に よ っ て 養 親 と
な る こ と を 希 望 す る 里 親

（

再

掲

）

里親及び小規模住居型児童養育事業（ファミリーホーム）

前年度末
現在
（１）

新規
（年度中）

(2)

取消
(年度中)

(3)

年度末
現在
(4)

（令和７年度分報告）

認 定 及 び 登 録 里 親 数

児 童 が 委 託 さ れ て い る 里 親 数

養 育 里 親

専 門 里 親

親 族 里 親

措置人員
(3)

その他
(4)

措置人員
(5)

その他
(6)

措置人員
(7)

その他
(8)

　小規模住居型児童養育事業
　（ファミリーホーム）

5 30 3 0 3 0 19 0

年度末在籍入所(年度中)
事業所数

(1)
定員
(2)

退所(年度中)

(11)
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表処－４

種 別 施 設 名 定 員 暫 定 定 員

山 梨 立 正 光 生 園 10 －

乳 児 院 ひ ま わ り 10 －

山 梨 立 正 光 生 園 26 19

明 生 学 園 20 －

く ず は の 森 24 －

ク ロ ー バ ー 学 園 30 －

め だ か の 学 校 ・ ジ ュ ニ ア 29 －

ハ ー ベ ス ト 30 27

    あ　　　 　　　           　い　　　               　む 24 －

里 親 ・ フ ァ ミ リ ー ホ ー ム － －

福 祉 型 障 害 児 入 所 施 設 育 精 福 祉 セ ン タ ー 70 －

医 療 型 障 害 児 入 所 施 設 あ け ぼ の 医 療 福 祉 セ ン タ ー 80 －

医 療 型 障 害 児 入 所 施 設
（ 指 定 医 療 機 関 ）

独 立 行 政 法 人 国 立 病 院 機 構 甲 府 病 院 123 －

児 童 自 立 支 援 施 設 甲 陽 学 園 25 9

児 童 心 理 治 療 施 設 う ぐ い す の 杜 30 －

M I R A I 6 －

ゆ う き の つ ば さ 6 －

－ － 269

自 立 援 助 ホ ー ム

4

329

4

3

2

3

6

6

101

60

0 2

児童福祉施設等措置状況県内施設
(令和８年4月1日現在)

3

1

5

19

22

30

1

7

4

計

31

乳 児 院

県 内 合 計

18

15

26

19

97

9

児 童 養 護

13

5

20

2

2

中 央

8

2

15

21

都 留

1

23

16

26

22

110

16

3

13

11

3

9

5
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表処－５

一

時

保

護

児

童

指

導

そ

の

他

の

指

導

中央 2,016 14

都留 328 1

内

容

件
数

保健師看護師による保健指導
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種別 経営主体 施設名 郵便番号 所在地 電話番号

山梨立正光生園　乳児院 400-0856 甲府市伊勢2丁目1-19 055-235-1792

子育ち・発達の里 乳児院 ひまわり 400-0123 甲斐市島上条1441 055-287-8087

山梨立正光生園　児童養護施設 400-0856 甲府市伊勢2丁目1-19 055-235-1790

明生学園 400-0118 甲斐市竜王2175 055-276-2228

くずはの森 409-0623 大月市七保町葛野2467 0554-22-4806

クローバー学園 404-0045 甲州市塩山上塩後462 0553-33-4541

めだかの学校・ジュニア 400-0016 甲府市武田1丁目3－23 055-255-3611

ハーベスト 403-0009 富士吉田市富士見3-9-1 0555-21-2131

あいむ 400-0064 甲府市下飯田2丁目5-5 055-220-1100

児童自立支援施設 山梨県 甲陽学園 400-1505 甲府市中畑町1284 055-266-4003

児童心理治療施設 山梨県 子ども心理治療ｾﾝﾀｰ　うぐいすの杜 400-0851 甲府市住吉2丁目1-17 055-288-1552

社会福祉法人 ＭＩＲＡＩ 400-0064 甲府市下飯田２丁目5-40 055-232-0122

NPO法人 ゆうきのつばさ 400-0845 甲府市上今井町429-5 055-207-3119

社会的養育機関　エール 400-0123 甲斐市島上条1440 055-277-3093

里親支援センター・テラ 400-0856 甲府市伊勢3丁目8-8 055-222-8037

里親支援センターさざんか 409-0623 大月市七保町葛野2467 0554-22-4806

子ども家庭支援センター・テラ 400-0856 甲府市伊勢3丁目8-8 055-222-8012

子ども家庭支援センター花みずき 401-0013 大月市大月2丁目8-24 0554-56-7835

児童家庭支援センターつばさ 400-0123 甲斐市島上条209 055-225-3667

関　係　施　設　一　覧　表

（令和8年4月1日現在）

乳児院 社会福祉法人

児童養護施設 社会福祉法人

里親支援センター 社会福祉法人

児童家庭支援センター 社会福祉法人

　自立援助ホーム
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      種別 経営主体 郵便番号 所在地 電話番号

福祉型
障害児入所施設

入所 400-0226 南アルプス市有野3303-2 055-285-0615

409-3601 市川三郷町市川大門1783-2 055-272-3207

400-0013 甲府市岩窪町614 055-251-7678

405-0012 山梨市東後屋敷635-1 0553-21-8300

400-0064 甲府市下飯田2丁目5-12 055-237-5100

403-0005 富士吉田市上吉田字熊穴4584 0555-23-3000

401-0012 大月市御太刀2-9-6 0554-22-2200

株式会社 400-0106 甲斐市岩森字東堀580-1 0551-45-6488

一般

 親子入所

児童発達支援ｾﾝﾀｰ

医療型
障害児入所施設
（指定医療機関）

独立行政法人
国立病院機構

400-0006 甲府市天神町11-35 055-253-6131

0551-22-6111

通園

甲府病院

医療型
障害児入所施設

山梨県
あけぼの
医療福祉センター

入所

407-0046 韮崎市旭町上条南割3251-1

施設名

育精福祉センター

ひかりの家学園

つつじが崎学園

児童発達支援センター
ひまわり

児童発達支援センター
すまいる

ケイワソー児童発達
支援センター

児童発達支援ｾﾝﾀｰ

社会福祉法人

通園

療育センター　なないろ

児童発達支援センター
かしのみ学園
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５ 診断育成部門関係業務 

児童相談所で行われる診断には、社会診断、心理診断、医学診断、行動診断、その他の診断があ 

りますが、診断育成課では、心理診断と医学診断を担当しています。これらの診断をもとに相談事 

例の総合理解を図るため、判定会議を主宰しています。この会議に基づき援助方針をたて、様々な

指導や関係機関への助言・指導等を行っています。 

これらの業務のほか、療育手帳の判定書・各種証明書の発行事務、1歳6ヶ月児・3歳児精密健康 

診査事後指導、児童虐待防止対策支援事業における相談事業、関係機関に対し、必要に応じ児童福 

祉の観点からの助言・援助も行っています。 

 

（１） 診断育成部門の業務内容 

ア 医学診断、心理診断及び指導 

    医学診断は、医師による診察・指導、臨床検査、特別児童扶養手当認定診断書の作成等があ 

ります（表診－１）。」 

    心理診断は、児童心理司によって、来訪した児童や保護者、一時保護中の児童に対して心理 

検査・面接観察を実施し、子どもが抱えている適応上の問題を把握し、その原因や成り立ちを

明らかにして解決策を提案すること等をします。さらにこれらの解決を図るための援助として

子ども、保護者、関係者にカウンセリングや心理療法・コンサルテーション等を行います（表

診－１２）。 

    指導は、助言指導や継続指導（法第12条第3項）、児童福祉司指導（法第26条第1項2号、

法27条第1項2号）があります。診断育成課では、継続指導を担当することが多く、児童相談

所に通所、または巡回相談会場への通所、あるいは必要に応じて家庭訪問する等の方法により

継続的に心理療法やカウンセリングを行っています（表診－２）。 

   集団で行う指導では、ひきこもり等児童宿泊等指導事業として『みのりグループ活動』を年 

間通して、季節やそれぞれの課題にあわせて計画しています。対象は、ひきこもり、不安、無 

気力、緘黙、心身症状、不登校等、主に社会適応の困難を持つ児童で、内容は各種のスポーツ 

や制作活動、グループワーク、集団カウンセリング等です。この事業を通して自主性・社会性 

の向上、自信と意欲の回復、家庭機能の改善等を図り、児童の福祉の向上に資することを目的 

としています（表診－３）。 

    個別的に行う指導は、心理療法やカウンセリング、遊戯療法、音楽療法、箱庭療法、認知行 

動療法、臨床動作法・家族療法等、個々のケースに適した方法で実施しています。 

集団療法と個別指導の件数については、（表診－４）のとおりです。最近では、不登校・性格 

行動等の相談ケースへの指導のほか、児童福祉司や保健師とチームを組んで養護・虐待ケース 

への指導が増加しているのが特徴で、相談の場を面接・検査室から拡大展開し、家庭訪問も実 

施しています（表診－５）（表診－６）。 

イ 判定会議の実施とその結果の処理 

   判定会議は、社会診断、心理診断、行動診断、医学診断をもとに、援助に有効な判定を導き

出すために行っており、中央児童相談所では毎週火曜日の午後に診断育成課長が主宰し、都留

児童相談所では毎週火曜日の午後に診断育成担当が主宰しています。この会議には所長、次長、

児童福祉指導幹、各課の課長、各担当者が参加し、総合判断の上、援助方針を立てます。 
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ウ 療育手帳の判定書・各種証明書の発行事務等 

    これらの判定書発行事務は、特別児童扶養手当の支給に関する法律による診断書、療育手帳 

制度に基づく判定書、障害者総合支援法に基づくサービス等の利用に関わる判定書、当所に関

わる児童に関して教育委員会による適切な就学指導のための資料としての判定書、公共職業安

定所から知的障害者の判定結果に関する照会についての情報提供等があります。また、保護者

からその他のサービス利用のために心理検査の数値の結果を情報提供する場合もあります （表

診－７）（表診－８）。 

エ １歳６ヶ月児、３歳児精密健康診査事後指導 

    市町村が実施する１歳6ヶ月児・3歳児精密健康診査の結果、また保護者から発達の心配の 

ある児童の相談の結果、精神発達面において専門的な助言・指導が必要とされた児童とその保 

護者に対して事後指導を行っています。 

    集団による療育指導として中央児童相談所では、こころの発達総合支援センターが事業を引

き継いで実施しており、都留児童相談所では、児童に対して、認知・情緒・運動の発達を目指

して音楽療法を実施し、保護者にも心理教育的アプローチを中心とした関わりをしています（表

診－９）（表診－１０）。 

オ 児童虐待防止対策支援事業における相談事業 

カウンセリング強化事業では、児童精神科医等による児童及び保護者に対するカウンセリン

グを実施しています。また、家族再統合プログラムを策定し、家族再統合・家族支援を行うと

ともに、児童虐待ケースに関わる支援者に対するスーパーヴィジョンを実施しています（表診

－１１）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 36 - 

 

 

 

 

(2)診断育成課関係業務統計
表診-1 表診-2

中央 508 391 250 35 中央 654 556 142 101 5,155

都留 92 206 129 10 都留 133 127 12 3 635

面

接

観

察

指

導

件数

手
当
認
定
診
断
書
作
成

特

別

児

童

扶

養

医 学 診 断 指 導 内 訳

内

容

診

察

・

指

導

医

学

的

検

査

そ

の

他

件数

心 理 診 断 指 導 内 訳

内

容

知

能

検

査

発

達

検

査

人

格

検

査

そ

の

他

の

検

査

表診-3

日　程 活　動　内　容 参加児 日　程 活　動　内　容 参加児

7/10 野外活動（軽運動） 2人 5/28 調理と野外活動 中止

8/7 夏祭り・ゲーム活動 中止 7/23 バーベキューと野外活動 中止

9/4 公園散策・軽運動 2人 9/10 陶芸と野外活動 中止

10/9 陶芸教室 1人 11/26 自然体験学習と工作 中止

11/6 火起こし体験・散策 2人 1/28 調理と野外活動 中止

12/4
クリスマスツリー作り・ゲーム
活動

2人 3/18 軽スポーツ 中止

1/8 体験活動 中止

2/5 お菓子作り・ゲーム活動 2人

11人 0人

中 央 児 童 相 談 所 都 留 児 童 相 談 所

計 計

ひ き こ も り 等 児 童 宿 泊 等 指 導 事 業

表診－4

児　童 保護者 その他 計

中　央 1,036 514 212 1,762

都　留 246 12 15 273

児童心理司による心理療法・カウンセリング（集団及び個別指導の合計）

・集団指導には、1歳6ヶ
月児及び3歳児精密健康診
査の事後指導も含まれて
います。

（再掲）
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養

護

・

虐

待

養
護
・

そ

の

他

保

健

肢

不

視

聴

覚

言

語

重

心

知

的

障

害

発

達

障

害

ぐ

犯

触

法

不

登

校

性

行

適

性

し

つ

け

そ

の

他

計

中央 2,482 357 1 3 0 0 7 1,185 0 175 37 30 113 0 0 11 4,401

都留 391 11 0 0 0 0 5 264 2 78 6 17 83 0 0 0 857

種

　
別

※
件
 
数

※件数とは、児童心理司による心理診断のための検査・面接、助言・継続指導の延べ人数

相 談 種 別 延 べ 扱 い 件 数

表診-5

表診-6

児童心理司による家庭訪問

件 数

中 央 134

都 留 12

申請・依頼 職 安 福祉施設 そ の 他

目　的
療 育
手 帳

障 害 児
福 祉 手
当 等

就 学 ・
障 害 児
保 育

障害者総
合支援法
に基づく
サービス

特別支援
教 育

検査結果
報 告 等

就労支援
施設内指
導 資 料

重度判定

中　央 544 0 1 21 1 80 13 1 42 703

都　留 129 0 0 1 0 59 0 0 0 189

保 護 者

計

表診-７

判定書・証明書発行内訳
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（再掲）

中  央 都  留

A－1 16 6

A－2a 19 7

A－2b 109 29

A－3 6 0

B－1 91 22

B－2 257 59

46 6

合 計 544 129

新 規 239 51

再 判 定 305 78

児　　童 保　護　者 そ　の　他 計

都
留

0 0 0 0

児　　童 保　護　者 そ　の　他 計

都
留

6 6 0 12

表診－11 児童精神科医等によるガイダンス・カウンセリング

児 童 保 護 者 その他

中
央

19 0 25 90

都
留

8 0 8 0

新規と再判定の内訳

事　　後　　指　　導（延べ件数）

事　　後　　指　　導（延べ件数）

表診－8 療育手帳に係る判定書発行状況

表診－9

そ
の
他

中度の知的障害を有する者

軽度の知的障害を有する者

非　該　当

障害程度 障 害 程 度 の 基 準

重
　
　
　
度

最重度又は重度の知的障害を有し、
かつ身体障害者福祉法に基づく障害
の程度が1級または2級に該当する者

最重度の知的障害を有する者

重度の知的障害を有する者

中度の知的障害を有し、かつ身体障
害者福祉法に基づく障害の程度が1級
から3級に該当する者

実施回数
ガイダンス・カウンセリング

1歳6か月児精密健康診査事後指導

3歳児精密健康診査事後指導表診－10
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中 央 都 留 中 央 都 留

2 0 2 0

6 7 6 9

202 25 203 33

42 26 43 35

乳 児 院 34 10 34 10

児 童 養 護 施 設 128 50 128 50

福祉型障害児入所施設 15 3 15 3

医療型障害児入所施設（指
定医療型障害児入所施設）

0 1 0 1

児 童 自 立 支 援 施 設 44 12 44 12

医療型障害児入所施設（指
定 発 達 支 援 医 療 機 関 ）

0 0 0 0

児 童 心 理 治 療 施 設 49 1 49 1

262 14 277 14

172 29 187 33

保 健 福 祉 事 務 所

教 育 委 員 会

表診－12

児 童 心 理 司 に よ る 他 機 関 援 助 ・ 連 携 状 況

出　　　　　　　張

回　　数（延べ） 相　談　件　数

保 育 所 ・ 幼 稚 園 ・ 学 校

市 町 村

児 童 福
祉 施 設

里 親

そ の 他 の 機 関



- 40 - 

６ 一時保護部門関係業務 

 一時保護とは、児童相談所長又は知事が必要と認める場合に、児童を現在の生活環境から離し、

生活の場を一時保護所等に移すことです。中央児童相談所（定員16名）と都留児童相談所（定員

12名）にそれぞれ一時保護所が設置されていますが、一時保護所だけでは対応が困難な場合は、児

童福祉施設等に一時保護委託しています（表保－１）～（表保－１１）。 

（１）一時保護の必要性 一時保護を行う必要がある場合は、概ね次のとおりに大別されます。 

   ア 緊急保護 

① 棄児、迷子、家出児童等で適当な保護者又は宿所がないために緊急に保護する必要がある 

場合。 

② 虐待、放任等により児童を家庭から一時引き離す必要がある場合。 

③ 児童の行動が自己又は他人の生命、身体、財産に危害を及ぼし若しくはその恐れがある場合。 

   イ 行動観察 児童の援助方針を決めるために、行動診断をする必要がある場合。 

   ウ 短期入所指導 短期間の心理療法、カウンセリング、生活指導が必要な場合。 

    なお、一時保護期間は2か月を超えてはならないとされていますが、児童相談所長又は、知 

事が必要と認めたときは、児童福祉法上の手続きを経た上で、引き続き一時保護を行います。 

（２）生活指導 

ア 日常の生活指導 

     設定された日課に従い、起床から就寝までの生活の流れの中で、日常生活に必要な基本的 

生活習慣の習得、自分の行動を見つめ直したり、職員や児童との対人関係を通して、社会的

価値観の習得を図れるよう支援しています。また、児童の情緒の安定を促すため、所外活動

や調理実習、季節行事、作品展等を設定し、一時保護中の生活を快適なものにするとともに、

児童の行動観察も行います。 

また、生活の場に心理職員を配置して保護児童の心理的ケアも行います。 

イ 学習指導（保育指導） 

     学習担当職員の下、各児童の学力に応じた学習指導を行います。個別あるいは集団指導の

中で学習に興味を持てるように促し、基本的な学力習得を目的として学習を行い、それらの

指導を通じて観察を行います。また、中央児童相談所では、令和7年度から、令和6年4月

に制定された内閣府令「一時保護施設の設備及び運営に関する基準」に基づき、条件の整っ

た児童については、在籍校への通学支援を行っています。就学前の児童については保育指導

を行います。 

（３）行動観察 

    入所後１か月を目安に、児童の基本的生活習慣、学習状況、遊び、規範性、情緒、習癖、問

題行動、対人関係、家族関係等について観察を行います。その結果を行動観察会議で確認し、

一時保護所内における援助方針について検討すると共に、所見及び留意事項の集約を行います。 

（４）一時保護状況 

    令和７年度の保護児童は、168人（中央115人、都留53人）。保護延日数は、7,850日（中央 

5,127日、都留2,723日）でした。中央児童相談所の保護児童数は前年より5人減少し、保護

延日数は409日増加しました。複雑な背景での一時保護が多いなどの背景から、退所先の調整

に時間がかかる状況が続いています。また、すべての児童に通学支援が可能とならないため、

長い間登校できない児童もおり、所外活動など外出の機会は設けてはいるものの限られること
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や、今後の見通しが持てずに情緒が不安定になることなどの問題があり、個別の心理面接や所

外活動・戸外活動、所内での行事を通じて児童の心身の安定に努めました。 

    なお、都留児童相談所保護児童53人の中には、中央児童相談所からの保護依頼児童32人が

含まれています。 
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表保－1 

日 課 表 
（中央児童相談所・一時保護所） 

 

※月数回 図書館、⼾外活動を計画。 

感染症拡⼤時期は短時間少人数での⼾外活動、図書借り受けのみ実施。 

 

平 日 日 課 時   間 土曜日 日曜日 祭日 

起床・洗面・検温・ 

清掃・洗濯 
７：００～ ７：３０ 

       平日日課と同じ 

朝食（準備・片付け・歯磨き） ７：３０～ ８：３０ 

健康視診・余暇活動 ８：３０～ ９：００ 健康視診・余暇活動・ロッカー整理 

朝の会・体力づくり  ９：００～ ９：５０ 

朝の会・靴洗い 

学習準備・朝読書 ９：５０～１０：００ 

○学習（小・中・高） 

◯保育 

○入浴 

＊児童の状況により午前中から 

実施する場合もある 

１０：００～１１：３０ 

掃除・ティータイム・余暇活動 ①10:00～10:40学習 

10分休憩 

②10:50～11:30学習 

昼食（準備・片付け・歯磨き） 

休憩 

１１：４０～１２：３０ 

１２：３０～１３：００ 
平日日課と同じ 

○学習（小・中・高） 

◯保育 

○入浴（月､水､金） 

シャワー浴（火､木､土､日） 

１３：００～１４：３０ 

        余暇時間 

レクリエーション 

③13:00～13:40学習 

10分休憩 

④13:50～14:30学習 

清掃・ロッカー整理・布団敷き １４：３０～１５：００ 

おやつ・生活支援・余暇活動・ 

洗濯物の仕分け 
１５：００～１７：２０  布団敷き・おやつ・生活支援・余暇活動 

夕食（準備・片付け・歯磨き） １７：２０～１８：２０ 

       平日日課と同じ 

一日の反省・本選び・日記・ 

読書・余暇活動 
１８：２０～２１：５０ 

就寝・消灯 

２０：００（年少児） 

２２：００（年長児） 

年少（小３以下） 

年長（小４以上） 
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日 課 表 
（都留児童相談所・一時保護所） 

平 日 日 課 時 間 土・日・祭日・日課 

起床・洗面・検温・清掃・洗濯 7:00 ～ 7:30  

朝食（配膳・下膳・歯磨き） 7:45 ～ 8:15 

平日と同じ 

健康視診・生活支援 8:30 ～ 9:00 

ロッカー整理・居室清掃・ 

児童朝礼 

 

学習準備（朝読書） 

9:00 ～ 9:15 

 

9:15 ～ 9:50 

（屋外活動） 

9:50 ～ 10:00 

☆学習1,2時限(小・中・高) 

〇保育（学習時間に準ずる） 

●入浴 

（児童の状況により午前中から） 

10:00 ～ 11:30  

○心理活動 

○余暇活動 

10:00～10:40 学習１  10分間休憩 

10:50～11:30 学習2 

昼食（準備・片付け・歯磨き） 

休憩（幼児午睡） 

11:40 ～ 12:15 

12:15 ～ 14:30 
平日と同様 

☆学習3,4時限(小・中・高) 

〇保育（学習3までの時間）後 

●入浴 

13:00 ～ 14:45 〇余暇活動 

（１・３週土曜日）調理実習 

（２・４週土曜日）グループ活動 

13:00～13:40 学習3 10分間休憩 

13:50～14:30 学習4 

おやつ・清掃・布団敷き・余暇活動・ 

入浴（中学生以上） 
14:45 ～ 17:40 

平日と同様 

（中学生以上は入浴あり） 

夕食（準備・片付け・歯磨き） 17:40 ～ 18:15 

一日の反省・日記 18:15 ～ 18:30 

余暇活動         （年少児） 

             （年長児） 

18:30 ～ 20:00 

18:30 ～ 21:00 

就寝・消灯 20:00（年少児：消灯） 

21:00（年長児：居室移動） 

22:00（年長児：消灯） 

＊年長児とは、小学４年生 

以上とする。 
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一 時 保 護 所 行 事 表（中央児童相談所）  
                                                (令和 7 年度) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実施月 行 事 名 内             容 

４月 季 節 行 事 進級式 
所内での映画鑑賞会 

５月 季 節 行 事 ゴールデンウィーク（所内での映画鑑賞会 
バーベキュー・軽スポーツ大会、調理実習） 

６月 所 外 活 動 所内での映画鑑賞会 
昇仙峡 

７月 
季 節 行 事 
調 理 実 習 
所 外 活 動 

七夕会 
七夕ゼリー作り 
身延山、瑞場坊 

８月 季 節 行 事 
所 外 活 動 

夏祭り(スイカ割り、流しそうめん、バーベキュー等) 
所内での映画鑑賞会、ベランダ、屋上での水遊び、サ
イエンスショー) 
ボウリング 

９月 季 節 行 事 
所 外 活 動 

お月見会 
カラオケ 

10 月 季 節 行 事 児童文化展 
ハロウィンパーティー 

11 月 所 外 行 事 愛宕山こどもの国、県立科学館 

12 月 季 節 行 事 
所 外 活 動 

クリスマス会 
県立消防防災センター  

1 月 季 節 行 事 
 所 外 活 動 

初 詣 
金櫻神社 

2 月 季 節 行 事 
所 外 活 動 

節分会・豆まき・クイズ・ゲーム 
カラオケ 

 
3 月 

     
季 節 行 事 
所 外 活 動 

ひな祭り会 
カラオケ 

表保－２ 

毎月１回防災訓練、⾃治会活動（こども会）を実施。 
誕⽣児がいる月は、誕⽣会を実施。 
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               （令和７年度）   

実施月 行事名 内 容 

４月 
調理実習 

所外活動 

チーズタッカルビ等 

桂川ウェルネスパーク 

５月  
調理実習 

所外活動 

ロコモコプレート等 

つるびーパーク 

６月 
調理実習 

所外活動 

プリン作り 

戸沢の森 

７月 

調理実習 

季節行事 

所外活動 

シャーベットアイス 

七夕会（短冊飾り付け、七夕ゼリー作り） 

つるびーパーク 

８月 
調理実習 

季節行事 

クリームソーダ 

夏季日課（BBQ、縁日遊び、スイカ割り、かき氷） 

９月 
調理実習 

所外活動 

やきそば 

つるびーパーク 

１０月 
調理実習 

所外活動 

フライドポテト、チョコプリン 

恩賜林庭園 

１１月 
調理実習 

所外活動 

お好み焼き 

笛吹川フルーツ公園 

１２月  
調理実習 

季節行事 

クッキー          

クリスマス会（発表会、昼食会、プレゼント配布） 

１月 
調理実習 

所外活動 

パンケーキ 

リニア見学センター、つるびーパーク 

２月 

調理実習 

季節行事 

所外活動 

パフェ 

節分会 

桂川ウェルネスパーク 

３月 

調理実習 

季節行事 

所外活動 

たこ焼き 

ひなまつり会 

※ その他、防災訓練、自治会活動（なかよし会）を月１回実施。 

※ 誕生児がいる月は、誕生会を実施。 

  

 

一 時 保 護 所 行 事 表（都留児童相談所）  
表保－３ 
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表保－4

管　内 男 女 0～5 6～11 12～14 15～ 計

中　央 54 61 15 35 48 17 115

都　留 35 18 15 24 12 2 53

合　計 89 79 30 59 60 19 168

年 齢 別 一 時 保 護 状 況
（人）

表保－5

心身 性格

虐　待 その他 障害 行動

中　央 97 7 0 7 1 0 3 0 115

都　留 39 8 0 5 0 0 1 0 53

合　計 136 15 0 12 1 0 4 0 168

ケ　ー　ス　種　別　一　時　保　護　児　童　数

（人）

合計管　内
養　　　護

ぐ　犯 触　法 不登校 その他

表保－6

中　央 0 22 0 0 0 32 11 15 35 115

都　留 0 10 0 0 1 15 5 18 4 53

合　計 0 32 0 0 1 47 16 33 39 168

通　告　経　路　例　一　時　保　護　状　況

（人）

計種 別 市 町 村 児 童 委員
児 童

福祉施設
警 察

学 校
教育委員会 家 庭 そ の 他

福 祉
事 務 所

女 性
相 談 所

表保－7

虐 待 そ の 他

中　央 4,301 351 0 302 56 0 117 0 5,127

都　留 2,197 270 0 206 0 0 50 0 2,723

合　計 6,498 621 0 508 56 0 167 0 7,850

相 談 種 別 一 時 保 護 延 日 数

（日）

養 護
ぐ 犯 触 法 不 登 校 そ の 他 合 計

心 身
障 害

性 格
行 動
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表保－8

中　央 27 1 14 0 56 4 13 115

都　留 10 1 12 0 24 0 6 53

合　計 37 2 26 0 80 4 19 168

一　時　保　護　児　童　の　処　遇　状　況

継　続 計

（人）

施設入所
措置

里親委託
措置

種　別
他の児相

移送
家裁送致 帰　宅 その他

表保－9

1～10日 11～30日 31～60日 61～90日 91日以上 計

中　央 31 17 21 13 15 97

都　留 9 11 5 8 8 41

中　央 3 3 1 7

都　留 4 2 6

中　央

都　留

中　央 2 1 2 2 7

都　留 2 1 1 1 5

中　央 1 1

都　留

中　央

都　留

中　央 1 1 1 3

都　留 1 1

中　央

都　留

中　央 37 18 25 17 18 115

都　留 15 12 6 9 11 53

52 30 31 26 29 168

計

合　　　計

相　談　種　別　一　時　保　護　期　間

（人）

心　身　障　害

ぐ　　　　　犯

触　法　行　為

不 登 校

性　格　行　動

保健・その他

養
　
　
護

虐　待

その他

種別 期間
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表保－10

(人）

虐　待 その他

実人員 97 7 8 3 115

延人員 4,301 351 358 117 5,127

実人員 39 8 5 1 53

延人員 2,197 270 206 50 2,723

実人員 136 15 13 4 168

延人員 6,498 621 564 167 7,850

実人員 59 11 1 71

延人員 3,002 359 110 3,471

実人員 10 4 14

延人員 371 134 505

実人員 69 15 1 85

延人員 3,373 493 110 3,976

その他 計

一
時
保
護

中　央

都　留

計

一
時
保
護
委
託

中　央

都　留

計

令和７年度相談所別・一時保護・一時保護委託状況

養　　護
障　害 非　行 育　成

種
別

区
分

中央 都留 中央 都留 中央 都留 中央 都留 中央 都留

児 童 養 護 施 設 2 5 2 1 1 1 1 9 4

乳 児 院 12 5 12 5

児童自立支援施設 1 1

情緒障害児短期治療
施 設

障 害 児 施 設 2 3 4 1 9 1

そ の 他 の 施 設 1 3 2 1 7

警 察 署

里 親 21 2 4 25 2

そ の 他 4 1 2 1 2 8 2

計 42 8 17 2 8 3 4 1 71 14

一
　
時
　
保
　
護
　
委
　
託

区　　　　分

年　齢　区　分（歳）

表保－11

令和７年度相談所別及び年齢区分別・一時保護委託状況

計
0　～　5 6　～　11 12　～　14 15　～



 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

令和８年度「業務のあらまし」 

（令和７年度事業実績） 

 
⼭梨県中央児童相談所  甲府市住吉 2 丁目 1-17 

TEL (055)288-1560   FAX (055)288-1574 
 

⼭梨県都留児童相談所 都留市⽥原３丁目 5-24 

TEL (0554)45-7835   FAX (0554)45-7836 
 

 


